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子ども・子育て新システムに関する要請書
国民生活の安定と福祉の向上に向けた貴職の努力に敬意を表します。
政府においては、去る１月３１日に開催された「基本制度ワーキングチーム（第20回）」において、「子ども・子育て新システムに関する基本制度とりまとめ（案）」が示され、法案提出に向けた最終準備に入りました。
この法案の作成にあたっては、「チルドレン・ファ－スト」の理念を具体化し、就労の有無だけでなく、障害の有無や性別、国籍、保護者の所得などにかかわりなく「すべての子ども」に開かれた制度であることが必要であり、福祉ニ－ズの増大に対応するため、利用保障の仕組みが整備されていることが必要であると考えられることから、次の事項を踏まえて対応されるよう、あらためて以下のとおり要請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１．子どもに対する市町村の適切かつ確実な関与や運営費の使途制限などの制度設計に対応できるよう、以下のとおり、保育に関する市町村の実施責任を維持し、現行の保育制度と同様の「現物給付方式」とすること。

（１）「利用者と市町村との契約方式」など、利用者が確実かつ簡素な利用保障の仕組みを整備すること。

（２）低所得者や障害児などが制度から排除される可能性があるため、公定価格かつ応能負担及び厳格な応諾義務を課すこと。

（３）保育労働者の確保と定着を担保するため、人件費などを明示した「運営費の使途制限」を維持すること。
２.すべての子どもに平等な保育を保障するため、公立保育所運営費や施設整備費等に関する特殊な取り扱いを見直すことにより、財源保障の面から公民の「一体化」を実現し、「新システム」としての一元的運用を確保すること。
３.「保育の連続性」の観点から、放課後児童クラブを個人給付（放課後児童給付）とするとともに、学齢期の特性に配慮しつつ、利用保障、市町村関与、最低基準の設定など制度の骨格を保育所と同様の仕組みとし、「小1の壁」を克服すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以　上
